
Ｅ
Ｕ
と
ロ
シ
ア
の
間
と
い
う
地
政
学
的
な
要
衝
に

位
置
し
、
欧
州
第
２
の
面
積
、
約
４
２
０
０
万
の
人

口
を
擁
す
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
は
、
農
業
や
鉱
工
業
の
高

い
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
と
相
ま
っ
て
、
重
要
な
地
域
大
国

で
あ
る
。
ま
た
、
昨
年
５
月
に
就
任
し
た
ヴ
ォ
ロ
デ

ィ
ー
ミ
ル
・
ゼ
レ
ン
ス
キ
ー
大
統
領
の
も
と
で
の
構

造
改
革
は
、
国
際
機
関
か
ら
も
一
定
の
評
価
を
得
て

い
る
。
一
方
、
日
本
と
の
経
済
関
係
に
目
を
転
じ
る

と
、
２
０
１
５
年
１１
月
の
投
資
協
定
発
効
後
も
、
製

造
業
分
野
に
お
け
る
日
本
企
業
の
直
接
投
資
が
ほ
と

ん
ど
見
ら
れ
な
い
な
ど
、
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
十
分
活

か
さ
れ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
経
団
連
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
部
会
で
は
、
タ

ラ
ス
・
カ
チ
カ
経
済
発
展
・
貿
易
・
農
業
省
次
官
が

ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
率
い
て
来
日
し
た
機
会
を
と
ら
え
、

昨
年
１２
月
１６
日
、
東
京
で
「
第
８
回
日
本
ウ
ク
ラ
イ

ナ
経
済
合
同
会
議
」
を
開
催
し
た
。
２
０
１
７
年
５

月
の
キ
エ
フ
以
来
、
２
年
半
ぶ
り
の
開
催
と
な
っ
た

同
会
議
で
は
、
牧
原
秀
樹
経
済
産
業
副
大
臣
と
尾
身

朝
子
外
務
大
臣
政
務
官
を
来
賓
に
迎
え
、
日
本
か
ら

約
５０
名
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
か
ら
２０
名
余
が
参
加
、
ウ
ク

ラ
イ
ナ
の
構
造
改
革
や
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
等
を
把
握
す

る
と
と
も
に
、
有
望
な
産
業
分
野
に
お
け
る
協
力
の

可
能
性
に
つ
い
て
活
発
な
議
論
を
行
っ
た
。
今
後
の

継
続
的
な
政
策
対
話
の
布
石
と
な
っ
た
合
同
会
議
の

模
様
を
、
以
下
に
振
り
返
り
た
い
。

構
造
改
革
や
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
改
善
に

向
け
た
取
り
組
み
は
着
実
に
進
展

ま
ず
第
１
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
側
か

ら
、
ゼ
レ
ン
ス
キ
ー
政
権
が
推
進
す
る
構
造
改
革
や

マ
ク
ロ
経
済
政
策
運
営
、
最
新
の
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
等

に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。
昨
年
１０
月
に
ウ
ク
ラ
イ

ナ
最
高
会
議
が
承
認
し
た
「
２
０
２
４
年
ま
で
の
政

府
行
動
計
画
」
で
は
、「
４０
％
の
経
済
成
長
」「
１
０

０
万
人
の
雇
用
創
出
」「
５
０
０
億
ド
ル
の
外
国
直

接
投
資
誘
致
」
と
い
っ
た
大
胆
な
目
標
を
掲
げ
、
汚

職
対
策
や
国
営
企
業
の
民
営
化
等
の
構
造
改
革
が
進

め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
取
り
組
み
が
評
価
さ
れ
、

最
新
の
世
界
銀
行
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
ラ
ン
キ
ン
グ
で
は
、

前
年
の
７１
位
か
ら
６４
位
へ
と
順
位
を
上
げ
た
。

こ
れ
に
対
し
、
経
団
連
側
は
一
連
の
改
革
を
歓
迎

す
る
一
方
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
支
援
を
受
け
た
経
済
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
速
や
か
な
策
定
と
着
実
な
実
行
を
通
じ
た
ビ

ジ
ネ
ス
環
境
の
一
層
の
改
善
を
要
望
し
た
。
ま
た
、

日
・
ウ
ク
ラ
イ
ナ
投
資
協
定
を
現
行
の
「
保
護
型
」

か
ら
「
自
由
化
型
（
注
１
）
」
へ
と
改
定
す
べ
き
か
否
か
に
つ

い
て
も
議
論
が
行
わ
れ
た
。

朝
田
照
男

あ
さ
だ

て
る
お

ウ
ク
ラ
イ
ナ
と
の
貿
易
・
投
資
の
拡
大
と

ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
改
善
に
向
け
て

―
―

第
８
回
日
本
ウ
ク
ラ
イ
ナ
経
済
合
同
会
議
を
開
催

日
本
Ｎ
Ｉ
Ｓ
経
済
委
員
長
／
丸
紅
常
任
顧
問
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有
望
な
産
業
分
野
に
お
け
る

二
国
間
協
力
の
あ
り
方
を
模
索

続
く
第
２
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
農
業
、
イ
ン
フ
ラ
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
デ
ジ
タ
ル
と
い
う
産
業
分
野
に
お
け

る
二
国
間
協
力
の
可
能
性
に
つ
い
て
活
発
な
議
論
が

行
わ
れ
た
。

な
か
で
も
「
欧
州
の
穀
物
倉
庫
」
と
も
評
さ
れ
る

ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
農
業
は
、
日
本
と
の
協
力
ポ
テ
ン
シ

ャ
ル
が
大
き
な
分
野
で
あ
る
。
ウ
ク
ラ
イ
ナ
側
か
ら

穀
物
や
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
食
品
等
の
日
本
市
場
開
拓
に

関
心
が
示
さ
れ
た
一
方
、
経
団
連
側
か
ら
は
、
ウ
ク

ラ
イ
ナ
農
業
の
生
産
性
を
一
層
高
め
る
た
め
、
老
朽

化
し
た
灌
漑
シ
ス
テ
ム
の
改
修
等
を
要
望
し
た
。
ま

た
、
旺
盛
な
需
要
の
あ
る
イ
ン
フ
ラ
分
野
で
は
、
コ

ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
（
注
２
）
に
関
す
る
新
法（
２
０
１
９
年
１０
月

可
決
）の
も
と
、Ｐ
Ｐ
Ｐ（
官
民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
）

の
対
象
と
な
っ
て
い
る
さ
ま
ざ
ま
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

が
紹
介
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
円
借
款
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
（
注
３
）
に
よ

り
推
進
さ
れ
て
い
る
キ
エ
フ
市
内
の
ボ
ル
ト
ニ
ッ
チ

下
水
処
理
場
改
修
事
業
や
、
首
都
ボ
リ
ス
ピ
リ
空
港

等
の
事
業
へ
の
日
本
企
業
の
参
画
可
能
性
に
つ
い
て

も
議
論
が
行
わ
れ
た
。

一
方
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
し
て
は
、
水
力
発
電
を

中
心
と
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
投
資
機
会
に
つ
い

て
共
通
理
解
を
深
め
る
と
と
も
に
、
日
本
側
か
ら
、

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
で
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
実

行
可
能
性
調
査
の
結
果
等
が
紹
介
さ
れ
た
。
ま
た
、

デ
ジ
タ
ル
分
野
で
は
、
日
本
企
業
に
よ
る
電
子
ガ
バ

ナ
ン
ス（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理
）が
紹
介
さ
れ
る

と
と
も
に
、「Society

5.0
for
SD
G
s

」
を
通
じ
た

両
国
の
協
力
可
能
性
等
に
つ
い
て
議
論
が
行
わ
れ
た
。

い
ず
れ
の
分
野
も
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
大
き
い
も
の
の
、

ビ
ジ
ネ
ス
を
具
体
化
す
る
た
め
に
は
、
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
が
重
要
な
鍵
を
握
る

と
感
じ
た
次
第
で
あ
る
。

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

サ
イ
ク
ル
を

通
じ
て

二
国
間
貿
易
・

投
資
の
拡
大
と

ビ
ジ
ネ
ス
環
境

の
改
善
を

半
日
と
い
う
限
ら
れ

た
時
間
な
が
ら
、
今
次

合
同
会
議
で
は
、
両
国

間
の
貿
易
・
投
資
に
か

か
る
課
題
や
有
望
な
産
業
分
野
に
つ
い
て
、
ウ
ク
ラ

イ
ナ
政
府
高
官
と
双
方
向
か
つ
建
設
的
な
議
論
を
行

う
と
と
も
に
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
上
の
問
題
を
直
接
提

起
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

ま
た
、
会
議
終
了
後
に
署
名
し
た
メ
モ
ラ
ン
ダ
ム
（
注
４
）

で
は
、
日
本
企
業
が
直
面
す
る
課
題
や
改
善
要
望
に

対
す
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
政
府
の
取
り
組
み
を
整
理
し
た

マ
ト
リ
ッ
ク
ス
を
随
時
更
新
す
る
こ
と
で
、
ウ
ク
ラ

イ
ナ
政
府
の
取
り
組
み
を
「
見
え
る
化
」
し
、
Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
継
続
し
て
い
く
こ
と
に
合
意
で
き

た
。
今
後
と
も
「
二
国
間
貿
易
・
投
資
の
拡
大
と
ビ

ジ
ネ
ス
環
境
の
改
善
」
と
い
う
好
循
環
を
生
み
出
す
、

有
効
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
で
き
た
こ
と
は
、

今
次
合
同
会
議
の
最
大
の
成
果
と
い
え
る
。

こ
う
し
た
成
果
も
踏
ま
え
、
経
団
連
と
し
て
は
、

政
策
・
施
策
の
不
断
の
見
直
し
と
い
う
具
体
的
な
ア

ク
シ
ョ
ン
を
通
じ
て
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
ビ
ジ
ネ
ス
環

境
が
改
善
さ
れ
る
よ
う
、
最
大
限
の
取
り
組
み
を
進

め
て
い
く
所
存
で
あ
る
。

（
注
１
）投
資
保
護
協
定：

投
資
保
護
の
対
象
と
な
る
協
定
の
適
用
範
囲

を
投
資
後
の
投
資
家
・
投
資
財
産
に
限
定
。
投
資
自
由
化
協
定：

投
資

後
の
み
な
ら
ず
、
投
資
前（
投
資
許
可
）の
段
階
に
つ
い
て
も
協
定
の
適

用
範
囲
と
し
て
、
投
資
の
保
護
に
加
え
、
協
定
締
結
相
手
国
の
投
資
家

に
よ
る
自
由
な
投
資
を
約
束（
外
資
の
参
入
規
制
を
撤
廃
）す
る
範
囲
に

つ
い
て
も
規
定

（
注
２
）コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン：

空
港
、
道
路
な
ど
の
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
所

有
権
を
政
府
等
の
公
共
団
体
が
保
有
し
た
ま
ま
、
事
業
・
運
営
・
開
発

等
の
運
営
権
を
一
定
期
間
、
民
間
へ
売
却
す
る
こ
と

（
注
３
）Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ：

本
邦
技
術
活
用
条
件
。
わ
が
国
の
優
れ
た
技
術
や

ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
、
開
発
途
上
国
へ
の
技
術
移
転
を
通
じ
て
わ
が
国

の
「
顔
が
見
え
る
援
助
」
を
促
進
す
る
た
め
、
２
０
０
２
年
７
月
に
導

入
さ
れ
た
ス
キ
ー
ム

（
注
４
）詳
細
は
、https://w

w
w
.keidanren.or.jp/policy/2019/

113.htm
l
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